







































(昭和 56年 4月~昭和 57年 3月)













































内容 「学校経営計画論構想の課題J (第 7巻投稿論文構想)
・発表者 大脇康弘
内容 「学校管理体制と学校の自律性J (向上)









内容 iT. J. Sergiovanni & F. D. Carver The New School Executive 
2 nd . ed ( 1980) J (文献紹介) (第7巻投稿構想)
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同 2月6日(土) 於 東京電機大学神田校舎
・発表者 中野呂直明(東京都立教育研究所〉
内容 「学校経営のシステムイヒi乙関する一考察j






































本会の会計年度は， 4月 1自に始まり，翌年 3月末日lと終わるものとする。また，会費は
3 ，0 0 0円とする(名誉会員を除く)。
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第 7条(紀要)







2. 本会WJは，昭和 54年 4)~ 1日より施行する。




















5. 論文投稿の申し込み期限は毎年8月 15日とし 原稿提出期限は毎年 12月20 Iヨとする。
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編集後記
東京教育大学から筑波大学への移行にともなう混乱はどうにか終患いたしましたがp 日本教育
経営学会の事務局設置という新しい状況が生まれるなど筑波大学の研究室はこの 1年もまた多忙
な1年でした。そのような状況の中で本研究会。本誌も新しい段階を迎えることとなりました。
日本教育経営学会の会長i乙吉本二郎先生が就任され，本研究会の会長に永岡JI国先生がなられま
した。また，夏季合宿の総会で研究会の発展を期し，会則の改正を行い，より広く研究同志を募
る体fHlJが準備されました。
本誌第7巻は，生活指導，道徳教育¥特別活動などの領域iζ大きな業績を残された字留田敬一
先生の筑波大学定年退官を機会に先生の研究領域iζ関する特集を組んでみました口大石勝男先生
(東京都立目黒高校) 中野目直明先生(東京都立教育研究所)などの先生方からも原稿をいただく
ことができ感謝しております。
会員諸氏の論文も，それぞれ力作ぞろいですが 堀井啓幸，阿久津浩両会員は本誌初登場であ
ります口今後の雨会員の研究展開のために有益な助言がいただければ幸いです。
月例研究会もすでに f~l年の月日を数えております。この一年は，例年にもまして外部からレポ
ーターやスピーカーをお出兵し 1する機会が多くありました。窪田真二氏(筑波大学大学院))渡辺孝
三先生(兵庫教育大学))仁jヨ野田直明先生，折白康雄，高橋博夫先生(千葉県教育委員会〉には，ご
多忙Lj]にもかかわらず発表を引き受けていただき 研究会--[可大変有難く思っております。
昭和 55年より開始した共同研究「教師の力量形成と研修システムの改善に関する実証的研究J
は) ;Jitl査結果を東京都立大学で関かれた第 40回日本教育学会で発表し，多大な反響を呼びまし
た。そして，現在，最終報告書の作成にとりかかっています。
また，合宿研究会では，課題研究として「学校経営研究の課題と方法jを取り上げましたが，
今後とも研究会を挙げ、て精力的かっ継続的に取り組んでいかなければならないテーマであると思
し、ます口
最後になりましたが，会員の動向についてふれますと，退官された宇留田先生は文教大学iζ，
村l1俊明会員は摂前大学に，篠原清li会員は東海女子短期大学lζ，天笠茂は千葉大学に，それぞ
れ就職することとなりました。
東京教育大学時代lζ本誌の創刊を手がけた世代から筑波大学への移行の中で、本誌の編集を続け
た世代lζ波されたバトンは，創刊1寺の状況を知らない次の世代へと手渡されます。本研究会・本
誌に対して，新しい1Jl:代の新しいアイディアを期待したいと思います。
(天笠記〉
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